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気候変動(地球温暖化)問題の最近の動向～COP21と適応策～

気候変動(地球温暖化)が国際的に重要な環境問題と認識されてから20年以上が経過しています。

この間、京都議定書を中心にした取り組みが進み、その後の枠組みの合意に向けた努力が継続されて

います。2015年末には国連気候変動枠組条約の第２１回条約締約国会議(COP21)が開催されました。

気候変動への取り組みは、科学的な知見の集約と、

政策決定が並行する形で進んできました。大気中の温

室効果ガス濃度の上昇を抑えて温暖化の進行を抑制

する「削減策(緩和策)」とともに、生活様式の変更や社

会システムの調節を通して温暖化による悪影響を軽減

する「適応策」の検討が続けてこられました。

①IPCC(気候変動に関する政府間パネル)の動向

気候変動の科学的解明のため、WMOとUNEPの協力

による国際機関IPCCが1988年より活動しています。

これまで5次にわたり報告書を提出していますが、最

近の5次報告では、人為的な影響による気温上昇には

疑う余地のないことや温室効果ガスの排出シナリオ別

の影響等を丁寧に説明しています。また、21世紀末に

は一定の気温上昇が避けられないとし、社会の適応の

重要性を指摘しました。

②国際的合意の形成

「国連気候変動枠組条約(1994年発効)」には多くの

国が参加し、条約締約国会議(COP)が毎年開催されて

います。これまで、先進国の削減計画を定めた「京都

議定書(1997年採択、2005年発効)」を中心にした対

策がとられてきました。2012年に京都議定書の第1約

束期間が終了した後の新たな枠組みの必要性が認識

され、交渉が進められています。

先進国・途上国に共通な国際的枠組みの早期合

意を求めて、2015年末にフランス(パリ)でCOP21が開

催されました。合意文書の草案は、関係国の特別作業

部会(ADP)で精力的に話し合われ、作成されたもので

す。主要な論点は次のようにまとめられます。

＊COP参加国が合意できる枠組み(各国が提出した
削減計画への条約上の裏付け)

＊各国の削減計画量と、21世紀末の気温上昇を2℃
内とする削減量のギャップを埋めるさらなる削減策

＊21世紀末までに起きる不可避的な気温上昇に対
する、適応策の検討

＊国際的な財政援助

③適応策の検討(国内および海外)

最近、多くの国で気温上昇の影響評価や対応策が

緊急課題として取り上げられています。わが国では、「気

候変動の影響への適応計画」が2015年11月に閣議決

定されました。農林水産業、自然生態系、自然災害・

沿岸域、健康等7つの分野にわたり、リスク回避、気候

に対する強靱性(レジリエンス)をできる限り構築する姿

勢が示されました。

各国で、気象や気候の「極端化現象」や生物への影

響が注目されています。地球の地上気温は、1880～

2012年の期間に0.85℃上昇したとされ※、産業革命以

前と比較して2℃の上昇が限度との認識が定着しつつ

あります。適応策と削減策の双方を視野に入れた取り

組みが必要となっています。

※IPCC第５次評価報告書統合報告書政策決定者向け要約(和訳)
http://www.env.go.jp/earth/ipcc/5th/pdf/ar5_syr_spmj.pdf

気候変動の影響への適応計画　分野別施策の例

＊農業、森林･林業、水産業<米やリンゴの品質低下への対応>
＊水環境･水資源<水温、水質の変化、渇水の増加への対応>
＊自然生態系<植生分布の変化、野生鳥獣分布拡大への対応>
＊自然災害･沿岸域<水害、土砂災害、高潮被害の頻発化･激甚化
への対応>

＊健康<熱中症、感染症媒介動物の分布域拡大への対応>
＊産業･経済活動<企業の生産活動、レジャーへの影響、保険損害
の増加への対応>

＊国民生活･都市生活<インフラ･ライフラインへの被害対応>
(http://www.env.go.jp/earth/ondanka/tekiou/siryo1.pdf)　
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CORPORATE DATA
社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント

事業内容

商 号

創 業

本社所在地

資 本 金

役 員

従 業 員 数

いであ株式会社
昭和28年5月
東京都世田谷区駒沢3-15-1
31億7,323万円
代表取締役会長　田畑 日出男
代表取締役社長　細田 昌広
851名 (2015年4月1日現在、嘱託・顧問を含む)

■社会基盤整備に係る企画、調査、計画、設計、管理、評価
－河川計画、海岸保全計画、河川・海岸構造物・港湾の設計・維持管理、道路・交通・都市計画、橋梁の設計・維持管理

(要素技術一例)・現地調査(波浪観測、漂砂調査、測量、道路環境・交通量調査等)
・シミュレーション(氾濫・土砂動態・水理解析、波浪変形・海浜地形変化予測、高潮・津波解析、各種構造解析等)
・交通需要予測・解析、交通事故対策、社会実験、PI、景観予測評価、構造物劣化予測等

■社会基盤整備に係る環境アセスメント(調査計画立案、現地調査、予測評価、対策検討、事後調査)、環境計画
－港湾、埋立、空港、ダム、発電所、河口堰、道路、新交通システム、清掃工場、住宅・工業団地、下水処理場等

(要素技術一例)・環境調査(水域・陸域・大気域、動植物の分布・生態、景観、航空・リモートセンシング調査、気象観測等)
・理化学分析(水質、底質、大気質、生物、土壌、廃棄物等)
・シミュレーション(水質、底質、大気質、悪臭、騒音・振動、波浪、気候変化、汀線・地形変化、漂流物等)
・自然再生技術、環境保全対策技術、生態系評価(生活史・生息環境・干潟生態系モデル等)、PI
・地球温暖化対策調査、再生資源利用調査、アメニティ環境調査、自然環境DB構築、地域特性の可視化、LCA

■環境リスクの評価･管理
－ダイオキシン類・PCB類・POPs・放射性物質・残留農薬・重金属類・環境ホルモン・VOC等の調査・分析、ヒト生体試料中
(血液、臍帯血、尿、毛髪等)の化学物質・農薬等代謝物分析、食品分析、土壌汚染評価、GLP対応の生態影響・毒性試験、
化学物質の環境実態・曝露量の解析・評価、汚染メカニズムの解明

■自然環境の調査･解析、生物生息環境の保全･再生･創造
－動植物調査、サンゴ礁・藻場・干潟・海浜の保全・再生・創造、河川・湿地・ヨシ帯の自然再生、魚道・多自然水辺空間・

ワンド・淵の計画・設計、アオコ・赤潮発生対策、生物の移植・増殖

(要素技術一例)・生物同定・分析技術(DNA分析、アイソザイム分析、細菌・ウィルス検査、データ集計・解析処理システム等)
・解析(営巣・行動圏・採餌環境解析、生態系・生活史モデル、統計解析、漁業資源解析、アオコ・赤潮発生予測等)
・生物飼育実験設備における飼育・増殖試験、希少生物の保護・育成技術開発、埋土種子による植生の復元

■情報システムの構築、情報発信
－河川水位計測システム、衛星画像解析、GISアプリケーション開発、基幹系システム開発、気象・海象・防災情報配信

■災害危機管理、災害復旧計画
－危機管理支援(危機管理計画、災害時対処マニュアル作成、災害訓練企画・運営)、災害査定・被害状況調査、災害復旧・
改良復旧事業支援、人命・資産の安全確保

－災害情報支援システム、降雨・洪水予測システム、氾濫解析・予測システム、洪水・津波浸水ハザードマップ
－除染計画策定支援

■海外事業
－環境に配慮したインフラ整備(地域総合開発、水資源開発、上水道、港湾、海岸、道路、橋梁、下水・廃水・廃棄物処理)
－災害マネジメント(治水・砂防)、環境保全・創出(環境社会配慮、環境アセスメント、環境保全計画、公害対策等)
－アメニティ(観光開発、都市計画、水辺の再生等)、技術者受け入れ、専門家派遣


